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茨城県内
1日	 	茨城県によれば、2022年度の茨城県農産物輸出

金額（県事業等を通じて関与および支援した事
業者などへの聞き取り調査）は、13億1,607万円
と前年に比べ約35％の増加、アジア向けのさつ
まいも輸出が堅調で青果物輸出額が5億円を突破

2日	 	厚生労働省によれば、茨城県の2022年出生数は
15,904人と前年に比べ▲598人の減少、合計特殊
出生率は1.27と同▲0.03ポイントの低下（全国は
出生数が77万747人、合計特殊出生率が1.26。外
国人を除く出生数が80万人を下回るのは1899年
の統計開始以来初）

5日	 	茨城県は、2023年梅雨前線による大雨及び台風第
2号に伴う災害を受け、取手市に災害救助法の適用
（適用日6月2日）を決定。また、県によれば、同災
害による県内農林水産業関係の被害額（6月19日現
在、暫定額）は、5億1,074万円（農業関係：4億4,564
万円、林業関係：4,500万円、水産関係：2,010万円）

9日	 	農林水産省は、2023年産米の作付意向（23年4月
末時点）を公表、茨城県の主食用米の作付面積
は「前年並み（増減1％以内）」。全国では「前年
並み」が30都道県、「前年より減少傾向（1％超
減少）」が17府県

19日	 	茨城県によれば、2022年度「つくば霞ヶ浦りん
りんロード」の利用者数（推計値）は12.5万人と
前年に比べ＋13.6％の増加、広域レンタサイクル
の貸出台数は3,876台と同＋22.6％の増加

23日	 	茨城県は、つくばエクスプレス（TX）の県内延
伸先について、4方面案（筑波山・水戸・茨城空
港・土浦方面）の中から「土浦方面」に決定し、
JR常磐線土浦駅に接続する方針を公表

23日	 	茨城県は、県内海水浴場の水質調査結果を公表、
調査対象16か所すべての海水浴場で、国が定め
る海水浴場としての水質に適合、最上位評価の
AAが2か所、Aが12か所、Bが2か所

29日	 	茨城県によれば、2023年1～3月期の県内実質経
済成長率（季節調整済、前期比年率換算）は▲4.9％
と2四半期連続のマイナス成長、財貨・サービス
の純移出等や民間住宅がマイナスに寄与

30日	 	茨城県によれば、茨城県の一般行政職（管理職等
以外）の期末・勤勉手当の平均支給額（2023年	
6月支給分、平均年齢37.99歳）は64万5,825円と
前年に比べ＋6.94％の増加

国内・国外
5日	 	日本労働組合総連合会によれば、2023年春季賃

金引上げ回答額（6月1日時点）は、平均賃金方
式（加重平均）で10,807円、3.66％と前年同時期
を＋4,758円、＋1.57ポイント上回る

8日	 	気象庁は、関東甲信で梅雨入りしたと発表、平
年に比べ1日遅く、昨年に比べ2日遅い

8日	 	財務省「国際収支状況（速報）」によれば、2023
年4月中の経常収支は＋1兆8,951億円と前年に比
べ＋8,199億円黒字幅が拡大、うち貿易収支は	
▲7,596億円と同＋9,723億円赤字幅が縮小

13日	 	政府は、「こども未来戦略方針」を発表。今後3
年間を集中取組期間として、児童手当の拡充、
出産等の経済的負担の軽減、年収の壁への対応、
男性育休の取得促進、社会全体の意識改革等を
盛込み

13～	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
14日	 	ファンド（FF）金利の誘導目標を5.00～5.25％と

前回から据置きを決定

15日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を4.00％、
中央銀行預金金利を3.50％にそれぞれ0.25％ポイ
ント引上げ

16日	 	日本銀行は、「長短金利操作付き量的・質的金融
緩和」の継続を決定

16日	 	政府は、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太
の方針）2023」、「新しい資本主義のグランドデ
ザイン及び実行計画2023改訂版・成長戦略等の
フォローアップについて」を閣議決定

20日	 	世界経済フォーラムは、男女平等がどれだけ実
現できているかを示す「ジェンダーギャップ指
数」（2023年版）を公表。日本は125位（146か
国中）と前年（116位）から順位が低下、「経済」
（123位）、「政治」（138位）部門で順位が低く、
男女の差が大きい

21日	 	日本政府観光局（JNTO）によれば、5月の訪日外
国人客数は1,898,900人で2019年同月に比べ	
▲31.5％の減少

22日	 	内閣府は、6月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「緩やかに回復している」と判断を据置き

27日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2023年3月末）は2,043
兆円と前年同期に比べ＋1.1％の増加。現金・預
金が同＋1.7％、株式等が同＋2.7％の増加、投資
信託が同▲0.6％の減少

経済トピックス　2023年6月 経済情報ピックアップ
「こども未来戦略方針」加速化プランについて

経済情報ピックアップ

日本人の出生数 「こども・子育て支援加速化プラン」
～今後3年間の集中的な取組～

政府は、6 月 13 日に新たな少子化対策として「こども
未来戦略方針」を公表しました。以下では、近年のわが
国の少子化の動向とともに同方針の内容について説明し
ます。

厚生労働省の「人口動態統計」によれば、2022 年の日
本人出生数は 77 万 747 人（概数）と、統計を開始した 
1899 年以来、最低となりました。出生数は 1949 年の約
270 万人をピークに３分の１以下に減少しています。

また、2022 年の合計特殊出生率（一人の女性がその年
齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に
相当）も 1.26 と過去最低となっています。なお、人口が
長期的に一定となる合計特殊出生率の水準（人口置換水
準）は概ね 2.07 といわれています。

少子化は将来の人口減少につながり、労働力や経済力
の低下を招くほか、現役世代が支える構図の社会保障制
度の維持が困難になります。

こうした中、同方針では、若年人口が急激に減少する 
2030 年代に入るまでが少子化トレンドを反転させる「ラ
ストチャンス」であり、我が国の持てる力を総動員し、
少子化対策と経済成長実現に不退転の決意で取り組むと
しています。また、今後３年間を集中取組期間とする「加
速化プラン」を実施するとしています。

同プランでは、まず、「ライフステージを通じた子育て
に係る経済的支援の強化や若い世代の所得向上に向けた
取組」として、児童手当の拡充、出産等の経済的負担の
軽減、地方自治体の取組への支援による医療費等の負担
軽減、奨学金制度の充実など高等教育費の負担軽減、 個

人の主体的なリ・スキリングへの直接支援、いわゆる
「年収の壁」への対応、子育て世帯に対する住宅支援の強

化などを掲げています。
次に、「全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の

拡充」として、妊娠期からの切れ目ない支援の拡充や幼
児教育・保育の質の向上、「こども誰でも通園制度（仮
称）」の創設などを掲げています。

そして、「共働き・共育ての推進」として、「男性育休
は当たり前」になる社会の実現のため、男性の育児休業
取得率を 2025 年に公務員で 85％、民間で 50％と現行の
政府目標（2025 年までに 30％）から大幅に引き上げる
としています。

最後に、「こども・子育てにやさしい社会づくりのため
の意識改革」として、公共・民間施設での優先案内や専
門レーンを設置するなどの取組拡大、鉄道やバスなどに
おけるベビーカー使用者のためのフリースペース等の設
置や分かりやすい案内の促進に取り組むとしています。

また、地域社会、企業など様々な場で、年齢、性別を
問わず、全ての人が子どもや子育て中の方々を応援する
といった社会全体の意識改革を進める必要があるとして
います。

これらの取組にかかる年間約 3 兆円半ばの財源確保の
議論については年末の予算編成まで先送りされています
が、少子化対策に本腰を入れて取り組んでいくことで

「安心して子どもを生み育てやすい社会」を実現していく
ことが求められます。

（筑波総研　主任研究員　山田　浩司）

注１：2022年は概数。
注２：1944～1946年は戦災による資料喪失等資料不備のためデータなし。
　　　1947～1972年は沖縄県を含まない。
出所：厚生労働省「令和4年(2022)人口動態統計月報年計（概数）の概況」
　　　より当社作成

1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

300

250

200

150

100

50

0

万人

1949年
第1次ベビーブーム
最多の出生数
2,696,638人

1966年
ひのえうま
1,360,974人 1973年

第2次ベビーブーム
2,091,983人

2022年
最少の出生数
770,747人

ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得
向上に向けた取組
✓児童手当の拡充（所得制限の撤廃、高校生まで支給延長、第 3 子以降は
月額 3万円）
✓出産等の経済的負担の軽減（「出産・子育て応援交付金（10 万円）」の
制度化検討、出産費用の保険適用の導入）
✓高等教育費の負担軽減（貸与型奨学金の減額返還制度を利用可能な年
収上限の拡大）
✓「年収の壁（106 万円 ／130 万円）」への対応（短時間労働者への被用者
保険の適用拡大、最低賃金の引上げ）

全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充
✓妊娠期からの切れ目ない支援の拡充
✓幼児教育・保育の質の向上
✓全ての子育て家庭を対象とした保育の拡充
✓新・放課後子ども総合プランの着実な実施
共働き・共育ての推進
✓男性育休の取得促進 
✓育児期を通じた柔軟な働き方の推進
✓多様な働き方と子育ての両立支援
こども・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革
✓優先案内や専門レーンを設置、鉄道やバスなどにおけるベビーカー使
用者のためのフリースペース等の設置
✓公共交通機関等で、配慮が必要な方に対する利用者の理解・協力を啓
発する取組推進
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